台湾台北地方裁判院家事法廷   御中
民事起訴及び訴訟救助申請状

案件登録番号：
処理する担当部署：
原　　　告：魏衛星    　　　台北市松山区南京東路5段23巷9弄14号3Ｆ
訴訟代理人：黄継岳弁護士   遠和法律事務所
陳怡欣弁護士   台北市松山区南京東路4段171号12Ｆ―8
                 　　　　　電話：(02)8770-7707
ＦＡＸ：(02)8770-7757
(委任状は添付書類１をご参照してください)
被      告：佐藤治和     日本国人
                         西暦1968年10月15日出
被告との間に離婚などを申請する事件があるため、法に基づいて、訴訟救助の申請を提出する件：
訴える声明

あ．先行する声明の件
1、 原告は被告との離婚申請の件を許可するような判決を懇願すること。　　　　
2、 訴訟費用は被告が負担するような判決を懇願すること。
い．次に後続する声明の件
1、 被告は原告と同居するべきである。
2、 訴訟費用は被告が負担するべきである。
事実及び理由
あ、 処理するプロシジャーの部分：
1、 貴　裁判院は、本件の管轄裁判院であるべきこと：
2、 貴　裁判院は、第一主義に基づく管轄裁判院であること。
(1) 　　離婚あるいは夫婦同居に関係する訴訟は、夫婦の住所にある裁判院が
専属する裁判院であること。これは、民事訴訟法の第568条第1項の前段に明文が定めてある。次に調べるによると、「。。。もし、夫婦は、共同の住所の所在地があって、民事訴訟法第568条第1項の『専属する夫婦』の住所の所在地は、即ち、該当夫婦の共同住所の所在地であること。もし、該当夫婦が共同の住所の所在地がない場合、即ち、夫あるいは、

妻の住所の所在地は、すべて、該当条項が指す住所の所在地であること。。。」
本件について、台湾高等裁判院及び所属する裁判院は、西暦2008年に
開催した法律セミーナの中に民事類提案第38号の審査意見を参照することができる。（添付する書類２をご参照にしてください。）

(2) 調べによると、本件被告佐藤治和　氏は、西暦2009年5月に台湾に来て、
原告と同年5月20日、結婚登録の手続きを済ませた。その後、被告は、
原告のために、日本国の出入国手続きを申請するためと言って、まもなく

帰国した。それがゆえんに本件当事者の双方は、夫婦の共同住所の所在地について、如何なる協議もなかったし、被告は我が国に住所もなかったです。それがゆえんに本件には、夫婦共同の住所の所在地がないことは明らかなことである。また、原告の戸籍は、台北市松山区南京東路5段23巷9弄14号3Ｆ(添付する書類３をご参照にしてください)。それに前述した台湾高等裁判院及び所属する裁判院の審査意見に基づいて、本件は、原告の
住所の所在地が属されている裁判院の管轄に属しているべきであること。

それがゆえに　貴　裁判院は、管轄権が有しているため、貴　裁判院はの

認定と審査を懇願することと致す。
3、 訴訟救助の申請について：
(1) 法律によると、「当事者は訴訟費用を支出する財力がないものである場合、裁判院は、当事者の申請により訴訟救助の申請を許可することを裁定した。但し、勝訴の見通しが明らかになかった場合、この限定に限らないとすること。（第１項）裁判院は、前項の財力を認定した場合、当事者及び当事者と共同生活している親族の基本生活の需要を
考慮に入れるべきである。（第２項）「訴訟救助を申請する場合、訴訟を受ける裁判院に申請すべきである。」民事訴訟法第107、109条、前段のそれぞれに明文が定めてある。次に法律扶助法第62条前段の規定によると：「裁判院の分院から、法律扶助を許可された無財力者は、

その訴訟プロシージャの中で、裁判院に訴訟救助を申請する場合、訴訟救助を許可すべきである。」
(2) 調べるによると、原告は目前が無職である。経済状況は窮屈で、実に
訴訟費用を支出する財力がない。また、原告はすでに財団法人法律扶助基金会に法律扶助を申請し、なお、許可されたことが記録されている（原告の証明書類１、原告の証明書類２）。それがゆえんに、法に従って、訴訟救助を申請し、貴　裁判院から許可を下さるように懇願とすること。
三、 　公式送達を申請する：
(1) 法律によると、「当事者に対する公文書の送達は、下記のリストにある各項目の情況のひとつがある場合、訴訟を受ける裁判院は、申請に
基づいて、公式送達を許可すべきである：一、送達されるすべき場所が不明なもの。。。」、民事訴訟法第149条第1項第１款に明文が定めてある。
(2) 調べによると、本件の被告は西暦2009年5月の末に日本に帰国した後、当事者双方は、同年の7月の末までに依然として連絡があったのだが、被告は、同年8月以後に音信皆無となった。たとえ原告は
同年12月の末に自ら日本へ赴いて（原告証明書類３）、被告の元の
仕事地点及び元の住所に尋ねても、さらに原告の日本にいる妹の旦那に捜査の協力を願いたのだが、依然として被告の行方を発見できなかったのである。

それがゆえんに本件の原告は、できるだけの努力を尽くしたのだが、被告の送達を受けるべき場所は、依然として不明のままである。それが原因で、原告は、謹んで公式送達を申請し、貴　裁判院の許可を下さるように懇願とすること。
い、 実体部分：
一、 事実部分：
(1) もともと原告は、実の妹と妹の旦那が日本に住んでおり、それがゆえんに西暦2008年4月と7月の期間中において、二度に亘って、日本へ親戚訪問をした。毎回日本での滞在期間は、１か月か、２ヶ月
であった。（原告証明書類３をご参照にしてください）。そして、原告は、該当日本への親戚訪問の関係で、同年5月、6月の間に妹の旦那の友人である佐藤治和　氏と知り合った。双方が恋人同士となって、原告は、台湾に帰国した後にも、二人の交際が続けていた。
(2) 被告佐藤治和は、2009年5月の期間中に台湾に来て、原告と一緒に
同年の5月20日、結婚の登録を済ませた。その後、被告は、原告の

日本国へ親族訪問の出入国手続きをするために、すぐにも日本へ帰国した。それから、被告は、原告に日本への親族訪問の出入国手続きが日本の主管機関に拒絶されて難行していることを表示したのだが、双方は引き続き連絡が取っていました。但し、その後、被告は、2009年

8月の期間中に原因不明で音信不通となった。たとえ原告は同年12月の末に自ら日本へ赴いて（原告証明書類３）、被告の元の仕事地点及び元の住所に尋ねても、さらに原告の日本にいる妹の旦那に捜査の協力を願いたのだが、依然として被告の行方を発見できなかったのである。
(3) 西暦2009年8月から本日までに被告は、ずっと音信不通で、原告とは、同居する事実もなかった。また、被告はずっと失業する状況下に置かれていて、経済事情も行き詰まっているのである。なお被告は、
家計の負担や生活費用までになにもかも負担していなかったし、かつ

原告の生活状況に対してもまったくの無感心であった。すべてが原告

は、一人で残されたままに生活をした。上述したあらゆることから、

被告が全然、原告との婚姻関係の維持に対して、継続する意欲もなく、

まるで赤の他人であった。それがゆえんに、当事者双方は、婚姻生活の実際生活には、事実上では、重大な破綻が発生したことであり、これ以上維持することも難しいと判断し、やむを得ず、本件の訴訟を提起する次第です。
う、理由部份：
(一) 本件の先行、後続の声明は、すべて、中華民国の法律に適応すべてきである：
1. 法律によると、離婚訴訟は起訴する時に従って、夫の本国法及び
中華民国法律が、すべて、その事実が離婚する原因であると認定した場合、離婚宣告をすることができる。但し、配偶の一方には、

中華民国の国民である場合、中華民国の法律に従って、判決することとする。婚姻の効力は夫の本国法に従って、但し、外国人妻は、中華民国の国籍が喪失しなかった場合、なお、中華民国に住所、あるいは居場所を持つ、あるいは、外国人は中華民国の国民の婿入りであるものの場合、その婚姻効力は」、中華民国の法律に従うこととする。設外民事適用法第14条、第12条のそれぞれに明文が定めてある。

２．調べによると。原告は中華民国の国民であり、被告は、日本国の国民である。双方は2009年5月20日、結婚登録を済ませた。これは、原告の戸籍謄本を参照することができる。）（添付する書類３をご参照にしてください。）それがゆえんに原告は先行声明の中で、被告との離婚を判決するように申請しており、なお、後続の声明には、被告は同居義務を履行すべきであることを申請してある。各前述した法律上の規定を参考にしても、すべてが中華民国の法律に適用すべきことである。
(二) 先行で声明する部分：
1. 原告と被告の間にある婚姻生活は、客観的には、既に重大な破綻が生じて、幸せで円満な生活に復帰する可能性がない。これは、被告による原因がこうした事態が生じたことに齎したことであり、
それがゆえんに原告は、民法第1052条第2項の規定に基づいて、

貴　裁判院に原告と被告の離婚の判決を下せるように申請することは、合法的でかつ根拠があることに属されている筈である：
(1) 法律によると、「夫婦の間に民法第1052条第1項の中に列挙された以外の重大理由によって、婚姻関係を継続的に維持するには、難しくなった場合、夫婦の一方は、離婚の申請が出来る。
但し、その事由は、夫婦の一方がその責任を負うべき場合、もう一方の方だけが離婚の申請ができることである。」民法第1052条第2項に明文が定めてある。」
(3) 調べによると、被告は、2009年の同年8月以後に音信皆無となった。たとえ原告は同年12月の末に自ら日本へ赴いて（原告証明書類３）、被告の元の仕事地点及び元の住所に尋ねても、さらに原告の日本にいる妹の旦那に捜査の協力を願いたのだが、依然として被告の行方を発見できなかったのである。それがゆえんに被告は、2009年8月から本日までに原告とは如何なる同居した事実がなく、なお、たとえ、今に
なっても、原告は一切のルートを通じても、被告と連絡を取ることが

出来なかったのである。また、原告は今になっても無職の状態に置かれているし、経済状況が行き詰まっているし、被告は、如何なる家計及び生活費用も負担していなかったし、なお、原告の生活状況に対しても、無関心の状態であった。すべてが原告は、一人で独自的に生活をすることである。これらの全てが、原告と被告の間の婚姻生活は、

客観的に見ても赤の他人と同じ状況であること。そして、実質的な

夫婦生活を達成する婚姻の目的とは、掛け離れているし、なお被告は、

主観的に原告に対する夫婦の間のように愛護や思いやり、相互扶助の

意思も、完全に見えなかったのである。さもなければ、2009年8月の

期間から、原因不明で音信不通となって、原告に対しても、まったく無関心のままに至らなかった筈のである。原告の行き詰まっている
経済状況を無視した。それがゆえんに当事者双方の婚姻生活は、事実上では、重大な破綻が生じて、幸せで円満な共同生活に戻る可能性がないのである。これは、被告の事由によるものだと帰結することが出来て、したがって、原告は民法第1052条第2項の規定に基づいて、

離婚の訴訟を起し、合法的にかつ根拠があることに属するべきである。

１．上述した事実総合に纏めて、原告と被告の間の婚姻生活は、すでに重大な破綻が生じて、幸せで円満な共同生活に戻る可能性がないのである。これは、被告の事由によるものだと帰結することが出来て、したがって、原告は民法第1052条第2項の規定に基づいて、離婚の訴訟を起し、合法的にかつ根拠があることに属するべきである。

(1) 後続声明の部分：
1. 法律によると、「夫婦はお互いに同居を履行する義務があり、但し、
同居を履行できない正当な理由があるものは、この限りでは制限されていないのである。民法第1001条に明文が定めてある。」
　それがゆえんに被告は、夫婦の同居する義務を履行することが出来ない、なお、履行できないの正当な理由も説明できなかったし、上述した法律条項に基づいて、原告は被告が夫婦同居する義務を履行するような申請を裁判院に提出したのは、合法的にかつ根拠があることに属されているため、許可する判決を貴　裁判院から与えるべきである。。。。」

　　　　　「。。。。上訴人は被上訴人が結婚した後に、上訴人と一緒に台湾に来ていたのだが、双方が同居したことがなかったし、なお、まもなく、上訴人が行方不明となった。なお2009年4月９日に、國境を出て、大陸地区に戻った。今になっても音信不通のままである。上述した事実は、本院が台北市政府警察局大同支局、内政部入出国及び移民署に文書による問い合わせた結果、被上訴人の出入国の状況は以上の通りである。被上訴人は、2010年4月９日から台湾を離れた後、今になっても再入国がなかったし、なお

　　　　　　強制的に母国へ送還される記録もなかったです。これは、内政部
　　　　　　入出國及び移民署から2009年10月14日、移民署の資処鈺字第0980148990号の公文書が記載されてあった。。；それがゆえんに

　　　　　　被上訴人は明らかに自動的に国境を離れたし、なお同居する義務を拒絶する正当な理由がなかったのである。。。。」。
台湾南投地方裁判院1998年度婚字第194号（添付する書類４をご参照にしてください。）及び台湾高等裁判院2009年度家上字第212号（添付する書類５をご参照にしてください）の民事判決にそれぞれに

明文が定めてある。台湾台北地方裁判院2009年度婚字第490号民事判決(（添付する書類６をご参照にしてください。一上述した宗旨と同じである。
2. 調べによると、被告は2009年5月の期間中に台湾に来て、原告と
逢った。約一週間に滞在して、同年5月の末に始めて國境を出て

日本に帰国した。その被告は台湾に滞在していた期間中には、原告との結婚登録の手続きを完成したのだが、被告は國境を出る時に強制送還の状況はなかったのである。
　　但し、被告はその後、再び台湾に入国したことがなく、なお、同　　年の8月から本日までに、すべてが音信不通の状態であった。たとえ原告は同年12月の末に自ら日本へ赴いて（原告証明書類３）、被告の元の仕事地点及び元の住所に尋ねても、さらに原告の日本にいる妹の旦那に捜査の協力を願いたのだが、依然として被告の行方を発見できなかったのである。これは、前述の通りである。
　　上述したあらゆる事実に基づいて、なお、前述した実務的な見解及び規定により、被告は明らかに自動的に國境を離れて、

かつ同居する義務を拒絶する正当な理由がなかった。したがって、

原告は民法第1001条規定により、被告に同居する義務を履行するような申請は、合法的にかつ根拠があることに属すべきであること。
3．以上のように総合的に纏めると、被告は2009年5月の末に主動的に国境を出ていた後に再び台湾に入国したことがなかったし、なお、
今になっても音信不通の状態である。客観的に見ると、夫婦の同居する義務を履行していなかったし、なお、履行できない正当な理由も

説明できなかったのである。それがゆえんに原告は民法第1001条の

規定により、貴　裁判院は被告に同居する義務を履行するような判決

を許可するような申請がそれなりの根拠があること。

へ、総合的に以上の理由で、貴　裁判院から、原告が訴訟した声明と

　　叙述した申請内容を許可する判決を懇願し、それによって、法制に
　　符合し、なお原告魏衛星　氏の正当な権益を守ることができるように

　　なるし、実に感激の至りである。
謹んで訴訟救助状を提出する
台湾台北地方裁判院家事法廷   御中
証拠物と添付する書類：
添付する書類２：台湾高等裁判院及び所屬裁判院2008年度法律座談会民事類提案第38号のコピー書類一式。

添付する書類３：原告の戸籍謄本のコピー一式。
添付する書類４：台湾南投地方裁判院2008年度婚字第194号民事判決のコピー一式。
添付する書類５：台湾高等裁判院2009年度家上字第212号民事判決のコピー一式。
添付する書類６：台湾台北地方裁判院2009年度婚字第490号民事判決コピー
　　　　　　　　一式。
原告証明書類１：財団法人法律扶助基金会台北分会申請人資力審查アンケート表のコピー一式。
原告証明書類2：財団法人法律扶助基金会台北分会扶助弁護士通知書のコピー一式。
原告証明書類３：財団法人法律扶助基金会台北分会扶助弁護士案件受付通知書のコピー一式。
西暦2010年8月6日

原告：魏衛星
訴訟代理人：黄継岳弁護士
           　　　　　　　　　　　　　　　 陳怡欣弁護士
